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（参考） 種類株式の配当の状況

　普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。

Ａ種優先株式

　25年3月期

　26年3月期

　26年3月期（予想）

Ｂ種優先株式

　25年3月期

　26年3月期

　26年3月期（予想）

（注）上記のＡ種優先株式及びＢ種優先株式は、平成24年7月に発行しております。

. 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円　銭

通期 6,434,000 11.5 99,000 － 27,000 － 656,000 － 408.97

     

0. 00  0. 00  

0. 00  

― 0. 00  ―

― 0. 00  ― 0. 00  

0. 00  

0. 00  

年間配当金

―

―

期末
円　銭　

0. 00  0. 00  

0. 00  

0. 00  

第1四半期末
円　銭　

第3四半期末
円　銭　

第2四半期末
円　銭　

―

―

合計
円　銭　

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 有

(参考) 個別業績予想

平成26年3月期の個別業績予想（平成25年 4月1日～平成26年 3月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
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１．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

  １．会計上の見積りの変更 

 福島第一原子力発電所５・６号機の原子炉の安全な冷温停止状態を維持するため等に要する費用または損失につ

いては、これまで新潟県中越沖地震により被災した柏崎刈羽原子力発電所の復旧等に要する費用または損失と同程

度と判断し、これに基づく見積額を計上していたが、当該号機の廃止の決定に伴い個々の工事内容等に基づく見積

りに変更のうえ計上している。この変更に伴う影響について、「災害損失引当金戻入額」32,039百万円を特別利益

に計上している。 

  

  ２．原子力発電施設解体費の計上方法の変更 

 「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（昭和32年６月10日 法律第166号）に規定された

特定原子力発電施設の廃止措置について計上している資産除去債務に対応する除去費用は、「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）第８項を適用し、「原子力発電施設

解体引当金に関する省令」（平成元年通商産業省令第30号。以下「解体引当金省令」という）の規定に基づき、原

子力発電施設解体費の総見積額を発電設備の見込運転期間にわたり、原子力の発電実績に応じて費用計上する方法

によっていたが、平成25年10月1日に「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成25年経済産業省令第52

号）が施行され、解体引当金省令が改正されたため、同施行日以降は、見込運転期間に安全貯蔵予定期間を加えた

期間にわたり、定額法による費用計上方法に変更した。なお、この変更は有形固定資産等の費用配分方法の変更で

あり、会計上の見積りの変更と区分することが困難なため、遡及適用は行わない。 

 これに伴い、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ4,131百万

円減少し、税金等調整前四半期純利益は、22,598百万円増加している。また、当第３四半期連結会計期間末の原子

力発電設備及び資産除去債務は、それぞれ104,227百万円及び130,508百万円減少している。 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

 （継続企業の前提に関する注記）  

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）   

該当事項はありません。 

（追加情報） 

１．福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害の賠償 

 東北地方太平洋沖地震により被災した福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害について、当社は事故の当

事者であることを真摯に受け止め、被害を受けられた皆さまへの賠償を早期に実現するとの観点から、国の援助を受け

ながら「原子力損害の賠償に関する法律」（昭和36年６月17日 法律第147号）に基づく賠償を実施することとした。

その後、原子力損害賠償紛争審査会において、平成23年８月５日に「東京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事

故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針」（以下「中間指針」という）、同年12月６日に中間指針追補、

平成24年３月16日に中間指針第二次追補、平成25年１月30日に中間指針第三次追補、そして、同年12月26日に中間指針

第四次追補が決定されるとともに、平成24年７月20日には政府の方針として、「避難指示区域の見直しに伴う賠償基準

の考え方について」が公表された。当社は迅速かつ適切な賠償を行う観点から、これらを踏まえ、中間指針等で示され

た損害項目ごとに、賠償基準を策定している。また、平成23年12月26日には政府の原子力災害対策本部により「ステッ

プ２の完了を受けた警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的考え方及び今後の検討課題について」が取りま

とめられ、避難指示区域等の見直しに係る考え方が示されている。これらに加え、損害賠償請求実績や客観的な統計デ

ータ等により見積もった、避難等対象者の避難費用や精神的損害、自主的避難等に係る損害、避難指示等による就労不

能に伴う損害や営業損害、農林漁業における出荷制限等に伴う損害、風評被害及び一部を除く財物価値の喪失または減

少等の賠償見積額4,930,866百万円から「原子力損害賠償補償契約に関する法律」（昭和36年６月17日 法律第148号）

の規定による補償金（以下「補償金」という）の受入額120,000百万円を控除した金額4,810,866百万円と前連結会計年

度の見積額との差額1,123,965百万円を原子力損害賠償費に計上している。これらの賠償額の見積りについては、参照

するデータの精緻化や被害を受けられた皆さまとの合意等により、今後変動する可能性があるものの、現時点の合理的

な見積りが可能な範囲における概算額を計上している。 

 一方、こうした賠償の迅速かつ適切な実施のため、「原子力損害賠償支援機構法」（平成23年８月10日 法律第94

号。以下「機構法」という）に基づき新設された原子力損害賠償支援機構（以下「機構」という）は、申請のあった原

子力事業者に対し必要な資金援助を行うこととされている。当社が計上する原子力損害賠償費は、被害を受けられた皆

さまとの合意が大前提となるものの、当社からお支払いする額として提示させていただく額の見積額であり、当社が迅

速かつ適切な賠償を実施するためには、機構から必要な資金援助を受ける必要がある。そのため、当社は機構に対し、

機構法第43条第１項の規定に基づき、資金援助の申請日時点での原子力損害賠償費を要賠償額の見通し額として資金援

助の申請を行っており、平成25年12月27日に同日時点での要賠償額の見通し額4,908,844百万円への資金援助の額の変

更を申請したことから、当第３四半期連結累計期間において、同額から補償金の受入額120,000百万円を控除した金額

4,788,844百万円と、同年２月４日に損害賠償の履行に充てるための資金として交付することが決定された金額

3,123,079百万円との差額1,665,765百万円を原子力損害賠償支援機構資金交付金に計上している。 

 なお、資金援助を受けるにあたっては、機構法第52条第１項の規定により機構が定める特別な負担金を支払うことと

されているが、その金額については、当社の収支の状況に照らし連結会計年度ごとに機構における運営委員会の議決を

経て定められるとともに、主務大臣による認可が必要となることなどから、計上していない。 

  

２．原子力発電設備に関する電気事業会計規則の変更 

 平成25年10月1日に「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成25年経済産業省令第52号。以下「改正省

令」という）が施行され、「電気事業会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）が改正されたため、同施行日以降

は、原子力発電設備に原子炉の廃止に必要な固定資産及び原子炉の運転を廃止した後も維持管理を要する固定資産（以

下これらを合わせて「廃止措置資産」という）を含めて整理することとなった。なお、この変更は改正省令の定めによ

り遡及適用は行わない。 

 これに伴い、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、12,533百万円減少（減価償却費は12,533百万円

増加）し、税金等調整前四半期純利益は、116,331百万円増加（特別損失は128,864百万円減少、減価償却費は12,533百

万円増加）している。 

 なお、当第３四半期連結会計期間末の原子力発電設備に含まれる廃止措置資産の残高は、116,331百万円である。  
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３．福島第一５・６号機廃止損失 

 平成25年12月18日開催の取締役会において、福島第一原子力発電所５・６号機の廃止について決定した。これに伴

い、発電設備の損失額等を当第３四半期連結累計期間において特別損失に計上している。  

 なお、主な内訳は、以下のとおりである。 

  発電設備の損失 19,686百万円  

  核燃料の損失及び処理費用 20,083百万円 

  

（四半期連結貸借対照表関係） 

原子力損害の賠償に係る偶発債務 

 東北地方太平洋沖地震により被災した福島第一原子力発電所の事故等に関する原子力損害について、当社は事故の

当事者であることを真摯に受け止め、被害を受けられた皆さまへの賠償を早期に実現するとの観点から、国の援助を

受けながら「原子力損害の賠償に関する法律」（昭和36年６月17日 法律第147号）に基づく賠償を実施することと

した。その後、原子力損害賠償紛争審査会において、平成23年８月５日に「東京電力株式会社福島第一、第二原子力

発電所事故による原子力損害の範囲の判定等に関する中間指針」（以下「中間指針」という）、同年12月６日に中間

指針追補、平成24年３月16日に中間指針第二次追補、平成25年１月30日に中間指針第三次追補、そして、同年12月26

日に中間指針第四次追補が決定されるとともに、平成24年７月20日には政府の方針として、「避難指示区域の見直し

に伴う賠償基準の考え方について」が公表された。当社は迅速かつ適切な賠償を行う観点から、これらを踏まえ、中

間指針等で示された損害項目ごとに、賠償基準を策定している。また、平成23年12月26日には政府の原子力災害対策

本部により「ステップ２の完了を受けた警戒区域及び避難指示区域の見直しに関する基本的考え方及び今後の検討課

題について」が取りまとめられ、避難指示区域等の見直しに係る考え方が示されている。これらに加え、損害賠償請

求実績や客観的な統計データ等に基づき合理的な見積りが可能な額については、当第３四半期連結会計期間末におい

て原子力損害賠償引当金に計上しているが、中間指針等の記載内容や現時点で入手可能なデータ等により合理的に見

積ることができない間接被害や一部の財物価値の喪失または減少等については計上していない。また、「平成二十三

年三月十一日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所の事故により放出された放射性物質による環境の

汚染への対処に関する特別措置法」（平成23年８月30日 法律第110号）に基づき講ぜられる廃棄物の処理及び除染

等の措置等が、国の財政上の措置の下に進められている。そのうち、廃棄物の処理及び除染等の措置等に要する費用

として当社に請求または求償される額については、合意された一部を除き、現時点で当該措置の具体的な実施内容等

を把握できる状況になく、賠償額を合理的に見積ることができないことなどから、計上していない。 
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（セグメント情報等）  

【セグメント情報】   

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、情報通信事業、エネルギー・環境事業、住環境・生

活関連事業、海外事業である。 

２．セグメント利益又は損失（△）の調整額2,173百万円には、セグメント間取引消去2,172百万円等が含まれている。 

３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社は、平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震の影響を踏まえ、電気の安定供給に必要不可欠な

もの以外の事業について大幅に縮小・再編することとなったことから、「電気事業」を報告セグメントとして、

それ以外の事業セグメントについては、その他として一括して記載してきた。 

 その後当社は、今後予定される電力システム改革に対応し、各事業部門がコスト意識を高めるとともに自発的

に収益拡大に取り組むことで、競争力を高めていくことを目的に、平成25年４月１日より社内カンパニー制を導

入した。今回導入された社内カンパニー制では、「フュエル＆パワー・カンパニー」「パワーグリッド・カンパ

ニー」「カスタマーサービス・カンパニー」の３つのカンパニーを設置するとともに、カンパニー以外の組織

は、コーポレートとして、グループとしての総合力発揮を目指していく。あわせて、新たな管理会計制度を整備

し、カンパニー・部門・事業所単位のきめ細かなコスト・収益管理を徹底していくとともに、社員一人ひとりの

コスト意識の向上、行動の変革につなげていく。 

 これに伴い、第１四半期連結会計期間より、「フュエル＆パワー」「パワーグリッド」「カスタマーサービ

ス」「コーポレート」の４つを報告セグメントとしたものである。各報告セグメントの主な事業内容は、以下の

とおりである。 

［フュエル＆パワー］  

 火力発電による電力の販売、燃料の調達、火力電源の開発、燃料事業への投資 

［パワーグリッド］  

 送電・変電・配電による電力の供給、水力発電による電力の販売、送配電・通信設備の建設・保守、設備土

地・建物等の調査・取得・保全 

［カスタマーサービス］  

 お客さまのご要望に沿った最適なトータルソリューションの提案、充実したお客さまサービスの提供、安価な

電源調達 

［コーポレート］  

 経営サポート、各カンパニーへの共通サービスの効率的な提供、原子力発電等  

 また、事業セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額の算定方法を変更しており、セグメント間の内部

売上高又は振替高は、原則として原価をベースに設定された社内取引価格に基づいている。  

              （単位：百万円）

  
報告セグメント

その他 
  

（注１）

  
合計 

  
  

  
調整額 

  
（注２） 

四半期連結
損益計算書
計上額 

（注３） 
フュエル
＆パワー 

パワー 
グリッド 

カスタマー
サービス 

コーポ
レート 

計

売上高   

外部顧客への売上高 21,735  65,086 4,491,906 90,660 4,669,388 130,808  4,800,196 － 4,800,196

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,388,647  1,123,726 155,392 372,805 4,040,571 162,765  4,203,336 △4,203,336 －

計 2,410,382  1,188,812 4,647,298 463,465 8,709,959 293,574  9,003,533 △4,203,336 4,800,196

セグメント利益又は 

損失（△） 
61,399  169,515 74,011 △102,535 202,391 26,766  229,157 2,173 231,331
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３．（参考）四半期財務諸表（個別）
(1)四半期貸借対照表

（単位：百万円）

資産の部

固定資産 12,099,663 12,337,920

電気事業固定資産 7,379,570 7,285,299

水力発電設備 632,833 610,690

汽力発電設備 848,663 1,104,832

原子力発電設備 749,169 597,632

内燃力発電設備 136,539 76,226

新エネルギー等発電設備 13,434 12,943

送電設備 1,954,231 1,888,043

変電設備 768,482 753,301

配電設備 2,139,063 2,109,876

業務設備 134,657 129,911

貸付設備 2,495 1,840

附帯事業固定資産 44,335 42,074

事業外固定資産 4,547 2,707

固定資産仮勘定 953,304 797,643

建設仮勘定 950,248 794,751

除却仮勘定 3,056 2,891

核燃料 807,639 790,900

装荷核燃料 141,957 123,541

加工中等核燃料 665,681 667,359

投資その他の資産 2,910,265 3,419,295

長期投資 117,711 106,911

関係会社長期投資 643,527 645,515

使用済燃料再処理等積立金 1,070,846 1,018,860

未収原子力損害賠償支援機構資金交付金 891,779 1,431,144

長期前払費用 186,851 217,344

貸倒引当金（貸方） △450 △480

流動資産 2,520,109 2,526,058

現金及び預金 1,583,620 1,577,195

売掛金 455,160 515,502

諸未収入金 50,696 37,019

貯蔵品 210,351 198,325

前払金 1,170 3,281

前払費用 2,591 3,595

関係会社短期債権 21,663 14,191

雑流動資産 198,203 180,518

貸倒引当金（貸方） △3,348 △3,572

合計 14,619,772 14,863,978

前事業年度
（平成25年３月31日）

当第３四半期会計期間
（平成25年12月31日）
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（単位：百万円）

負債及び純資産の部

固定負債 11,694,707 11,240,239

社債 3,768,108 3,763,646

長期借入金 2,980,428 2,900,648

長期未払債務 16,692 16,603

リース債務 488 801

関係会社長期債務 15,329 21,391

退職給付引当金 388,355 380,850

使用済燃料再処理等引当金 1,108,592 1,068,044

使用済燃料再処理等準備引当金 60,799 67,337

災害損失引当金 700,827 626,799

原子力損害賠償引当金 1,765,716 1,616,565

資産除去債務 823,046 713,754

雑固定負債 66,319 63,795

流動負債 2,088,536 2,049,077

1年以内に期限到来の固定負債 1,114,117 1,175,663

短期借入金 9,500 9,912

買掛金 319,800 292,259

未払金 132,420 132,895

未払費用 201,890 187,238

未払税金 68,999 77,554

預り金 5,616 7,076

関係会社短期債務 208,033 134,264

諸前受金 18,073 24,394

雑流動負債 10,084 7,817

特別法上の引当金 4,780 4,973

原子力発電工事償却準備引当金 4,780 4,973

負債合計 13,788,023 13,294,289

株主資本 833,413 1,571,122

資本金 1,400,975 1,400,975

資本剰余金 743,621 743,618

資本準備金 743,555 743,555

その他資本剰余金 65 63

利益剰余金 △1,303,618 △565,887

利益準備金 169,108 169,108

その他利益剰余金 △1,472,727 △734,995

海外投資等損失準備金 397 369

特定災害防止準備金 94 94

別途積立金 1,076,000 1,076,000

繰越利益剰余金 △2,549,219 △1,811,460

自己株式 △7,565 △7,584

評価・換算差額等 　△1,664 △1,433

その他有価証券評価差額金 　△1,664 △1,433

純資産合計 831,749 1,569,688

合計 14,619,772 14,863,978

（平成25年12月31日）
前事業年度

（平成25年３月31日）
当第３四半期会計期間

　　　（注）　この四半期貸借対照表は、「四半期財務諸表等規則」及び「電気事業会計規則」に準拠して作成しておりますが、
　　　　　　　法定開示におけるレビュー対象ではありません。
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(2)四半期損益計算書

（単位：百万円）

営業収益 4,183,314 4,669,388

電気事業営業収益 4,105,493 4,578,111

電灯料 1,616,002 1,742,412

電力料 2,290,060 2,548,645

地帯間販売電力料 82,966 96,731

他社販売電力料 25,355 52,106

託送収益 36,231 44,558

事業者間精算収益 247 193

再エネ特措法交付金 14,813 54,067

電気事業雑収益 37,947 38,686

貸付設備収益 1,866 708

附帯事業営業収益 77,821 91,277

エネルギー設備サービス事業営業収益 1,836 1,787

不動産賃貸事業営業収益 5,670 4,972

ガス供給事業営業収益 66,351 81,263

その他附帯事業営業収益 3,962 3,254

営業費用 4,331,379 4,466,996

電気事業営業費用 4,259,849 4,380,331

水力発電費 57,496 53,640

汽力発電費 2,139,005 2,269,053

原子力発電費 263,457 289,443

内燃力発電費 64,725 34,211

新エネルギー等発電費 1,038 886

地帯間購入電力料 118,867 164,903

他社購入電力料 526,284 532,925

送電費 242,947 227,659

変電費 104,325 96,490

配電費 339,784 300,774

販売費 104,199 96,268

貸付設備費 1,250 545

一般管理費 154,645 128,270

再エネ特措法納付金 19,834 58,975

電源開発促進税 77,557 77,220

事業税 44,820 49,677

電力費振替勘定(貸方) △391 △615

附帯事業営業費用 71,530 86,665

エネルギー設備サービス事業営業費用 1,183 1,089

不動産賃貸事業営業費用 3,045 2,616

ガス供給事業営業費用 64,285 80,701

その他附帯事業営業費用 3,016 2,259

営業利益又は営業損失(△) △148,064 202,391

　　　前第３四半期累計期間

　　（平成24年４月１日から

　　　平成24年12月31日まで）

　　　  当第３四半期累計期間

　　　（平成25年４月１日から

　　　　平成25年12月31日まで）
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（単位：百万円）

営業外収益 32,800 35,127

財務収益 27,123 21,922

受取配当金 13,805 8,931

受取利息 13,317 12,991

事業外収益 5,677 13,205

雑収益 5,677 13,205

営業外費用 114,198 94,366

財務費用 93,212 85,664

支払利息 90,515 85,623

株式交付費 2,550 0

社債発行費 146 40

事業外費用 20,986 8,702

固定資産売却損 1,371 575

雑損失 19,614 8,126

四半期経常収益合計 4,216,115 4,704,515

四半期経常費用合計 4,445,577 4,561,363

経常利益又は経常損失(△) △229,461 143,152

渇水準備金引当又は取崩し △9,865 －

渇水準備引当金取崩し(貸方) △9,865 －

原子力発電工事償却準備金引当又は取崩し 328 192

原子力発電工事償却準備金引当 328 192

特別利益 858,273 1,780,137

原子力損害賠償支援機構資金交付金 696,808 1,665,765

固定資産売却益 46,047 82,332

有価証券売却益 41,784 －

退職給付制度改定益 73,633 －

災害損失引当金戻入額 － 32,039

特別損失 653,346 1,185,032

災害特別損失 25,222 21,216

原子力損害賠償費 628,123 1,123,965

福島第一５・６号機廃止損失 － 39,849

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失(△) △14,997 738,064

法人税、住民税及び事業税 0 333

法人税等合計 0 333

四半期純利益又は四半期純損失(△) △14,997 737,731

　　　　平成25年12月31日まで）

　　　（平成25年４月１日から

　　　（注）　この四半期損益計算書は、「四半期財務諸表等規則」及び「電気事業会計規則」に準拠して作成しておりますが、
　　　　　　　法定開示におけるレビュー対象ではありません。

　　　前第３四半期累計期間

　　（平成24年４月１日から

　　　平成24年12月31日まで）

　　　  当第３四半期累計期間
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25年度第３四半期 24年度第３四半期

( 億円 ) ( 億円 ) ( 億円 ) ( ％ )

（　売　上　高　） ( 46,693 ) ( 41,833 ) ( 4,860 ) ( 111.6 )

電 灯 料 17,424 16,160 1,264 107.8

電 力 料 25,486 22,900 2,585 111.3

小　　　計 42,910 39,060 3,849 109.9

そ の 他 4,134 3,100 1,034 133.4

計 47,045 42,161 4,884 111.6

人 件 費 2,490 2,675 △ 185 93.1

燃 料 費 20,749 19,997 751 103.8

修 繕 費 1,860 2,387 △ 527 77.9

減 価 償 却 費 4,609 4,427 182 104.1

購 入 電 力 料 6,978 6,451 526 108.2

支 払 利 息 856 905 △ 48 94.6

租 税 公 課 2,461 2,382 78 103.3

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 414 387 26 106.7

そ の 他 5,194 4,839 354 107.3

計 45,613 44,455 1,157 102.6

1,431 △ 2,294 3,726 -

- △ 98 98 -       

1 3 △ 1 58.7

17,801 8,582 9,218 207.4

11,850 6,533 5,316 181.4

7,380 △ 149 7,530 -       

3 0 3 -       

7,377 △ 149 7,527 -       

（注）億円未満を切り捨てて表示しております。

収　 　支　　 比 　　較　　 表　（ 当　社　単　独 ）

　平成25年４月１日～
　平成25年12月31日 （Ａ）－（Ｂ）項　　　　　　目

比　　較

四 半 期 純 損 益

　平成24年４月１日～
　平成24年12月31日

経
　
　
常
　
　
費
　
　
用

渇 水 準 備 金

経

常

収

益

（Ｂ）

法 人 税 等

税 引 前 四 半 期 純 損 益

原 子 力 発 電 工 事 償 却準 備金

経 常 損 益

特 別 利 益

特 別 損 失

（Ａ）／（Ｂ）
（Ａ）
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石 炭 ( 千t ) 5,541 2,015 275.0

重 油 ( 千kl ) 3,191 5,394 59.2

原 油 ( 千kl ) 1,027 2,307 44.5

Ｌ Ｎ Ｇ ( 千t ) 17,893 17,508 102.2

Ｌ Ｐ Ｇ ( 千t ) 503 1,143 44.0

石 炭 ( 円/t ) 11,760 12,408 94.8

重 油 ( 円/kl ) 77,150 69,858 110.4

原 油 ( 円/kl ) 75,838 67,621 112.2

Ｌ Ｎ Ｇ ( 円/t ) 86,323 72,093 119.7

Ｌ Ｐ Ｇ ( 円/t ) 92,514 78,659 117.6

石 炭 ( 百万円 ) 65,168 25,000 260.7

重 油 ( 百万円 ) 246,177 376,798 65.3

原 油 ( 百万円 ) 77,900 156,005 49.9

Ｌ Ｎ Ｇ ( 百万円 ) 1,544,555 1,262,238 122.4

Ｌ Ｐ Ｇ ( 百万円 ) 46,502 89,912 51.7

（注）百万円未満を切り捨てて表示しております。
（注）主な種別に限って記載しております。

燃  料  関  係  比  較  表

24年度
第3四半期

25年度
第3四半期

前年同期比(%)項　　　　　目

消 費 量

消費単価

燃 料 費
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特別利益の内訳（単独） 

 

内  訳 金額 

○原子力損害賠償支援機構資金交付金 １兆6,657億円 

○固定資産売却益 823億円 

○災害損失引当金戻入額 320億円 

合  計 １兆7,801億円 

特別損失の内訳（単独） 

 

内  訳 金額 

○災害特別損失 212億円 

○原子力損害賠償費 １兆1,239億円 

○福島第一５・６号機廃止損失 398億円 

合  計 １兆1,850億円 

原子力損害賠償支援機構資金交付金と原子力損害賠償費の状況 

 
 平成25年12月27日 

申請時点の累計額 

平成24年12月27日 

申請時点の累計額 

平成26年３月期 

第３四半期累計期間 

原子力損害賠償支援

機構資金交付金 

(A) 

４兆 7,888億円 

(B) 

３兆 1,230億円 

(A)-(B) 

１兆 6,657億円 

 

 平成26年３月期 

第３四半期末の累計額

平成25年３月期末 

の累計額 

平成26年３月期 

第３四半期累計期間 

原子力損害賠償費 
(C) 

４兆 8,108億円 

(D) 

３兆 6,869億円 

(C)-(D) 

１兆 1,239億円 

 

原子力損害賠償支援機構資金交付金（未申請額） 
(C)－(A) 

220億円 
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カンパニー等の収支（単独） 

 
（億円）

フュエル＆パワー
・カンパニー

パワーグリッド
・カンパニー

カスタマーサービス
・カンパニー

コーポレート
四半期（個別）
損益計算書計上額

売上高
　外部顧客への売上高
　　（社外取引）

217 650 44,919 906 46,693 

　カンパニー等間の内部
　売上高又は振替高
　　（社内取引）

23,886 11,237 1,553 3,728 －　

計 24,103 11,888 46,472 4,634 －　

営業利益又は損失（△） 613 1,695 740 △ 1,025 2,023 

※社内取引を控除して表示しております。

※

 
 

    

カンパニー等の概要と社内外における主な取引 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

電気料収入

（お客さまより）

火力電力料

アンシラリー
サービス※3

ビジネスサポート等

燃料費

（社外へ）

ビジネスサポート等
原子力電力料

水力電力料

ビジネスサポート等

社内託送料

購入電力料

（社外へ）

電源線に係る
費用

検針・集金等
に係る費用

（3,000人程度※1

1.5兆円程度※2）

□火力発電による電力
の販売

□燃料の調達
□火力電源の開発
□燃料事業への投資

電源線に係る費用

お金の流れ（社内取引）
お金の流れ（社外取引）

コーポレート（10,000人程度※1，5兆円程度※2 ）

経営補佐

共通サービス

福島復興本社

福島本部

原子力・

立地本部

※1：平成25年3月末従業員数

※2：平成25年3月末資産規模（固定資産勘定）

※3：お客さまにお届けする電気の品質（周波数や電圧）を一定に保つこと

（16,000人程度※1

5.5兆円程度※2 ）

□送電・変電・配電に
よる電力の供給

□水力発電による電力
の販売

□送配電・通信設備の
建設・保守

□設備土地・建物等の
調査・取得・保全

（8,000人程度※1

数十億円程度※2 ）

□お客さまのご要望に
沿った最適なトータル
ソリューションの提案

□充実したお客さま
サービスの提供

□安価な電源調達

ﾌｭｴﾙ＆ﾊﾟﾜｰ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

ﾊﾟﾜｰｸﾞﾘｯﾄﾞ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

ｶｽﾀﾏｰｻｰﾋﾞｽ
･ｶﾝﾊﾟﾆｰ

等
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